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した（ 2 ）。Kaplowによると，上記の場合における「理想的な」個人所得の把握は，表 1 の「所得」
の列のように行われなければならない。このような把握の特徴をまとめると，次の 3 点となる。
（1）期間 1 〜 5 の賃金のそれぞれにつき，その現在価値を稼得が予測された時点で計算し，その




（2）期間 1 〜 5 の期末でも，（1）と同様の現在価値計算が行われるが，それぞれの「純資産増加」




































1 2 3 4 5
0   0.00 37.91 37.91 37.91 9.09 8.26 7.51 6.83 6.21
1 10.00 （6.21）   3.79 31.70 9.09 8.26 7.51 6.83
2 10.00 （6.83）   3.17 24.87 9.09 8.26 7.51
3 10.00 （7.51）   2.49 17.36 9.09 8.26
4 10.00 （8.26）   1.74   9.09 9.09
5 10.00  （9.09）   0.91   0.00














1 2 3 4 5
0 　  0.00 37.91 37.91 37.91 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
1 　10.00 （6.21）   3.79 31.70 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
2 　10.00 （6.83）   3.17 24.87 0.00 0.00 0.00 0.00
3 　10.00 1.16 11.16 26.03 8.68 4.55 4.13
4 ＊15.00 （12.40）   2.60 13.64 4.55 4.55
5 ＊15.00 （13.64）   1.36   0.00 0.00
（注）期間 4 及び 5 の賃金は，期間 3 の期末直前までそれぞれ10と予測されていたが，その時点でそれぞれ15であ















































































































（ 2 ）Louis Kaplow, Human Capital under an Ideal Income 
Tax, 80 Va. L. Rev. 1477, 1482-1484（1994）.




























的な変化要因に過ぎないことになる。See  Kaplow, supra 
note 2 at 1487-1490.
（ 8 ）Kaplow, supra  note 2 at 1490.
（ 9 ）この点はKaplowも認めている。See  Kaplow, supra note 
2 at 1490 n.19.
（10）同様の見解として，岡村忠生＝渡辺徹也＝高橋祐介『ベ
ーシック税法（第 6 版）』（有斐閣  2011年）66頁（岡村執筆）
を参照。






















考えられる。こうした取扱いは，全ての国民 1 人 1 人につき，
個別の勘定を設けることを必要とするが，そのような期間
0 期 末 時 点 で の 納 税 義 務 を 管 理 す る た め の 勘 定 は，
Ackerman・Alstotのベーシック・キャピタル構想（Bruce 
Ackerman & Anne Alstot, THE STAKEHOLDER 






















税を代替し，さらに，そのための国民 1 人 1 人の勘定をス
テークの勘定と統合してしまう改善案が考えられるのであ
る。
（14）岡村他・前掲注（10） 7 - 8 頁（岡村執筆）を参照。See 
also  Liam Muphy& Thomas Nagel, THE MYTH OF 
OWNERSHIP, 121-125 （Oxford University Press, 2002）.








AuerbachのRetrospective Capital Gain Taxationと類似す
る。See  Alan J. Auerbach, Retrospective Capital Gain 
Taxation, 81 Am. Eco. Rev. 167 （1991）.
（16）このような代替案のデメリットとして，Kaplowは，賃金
のような現金支払いのかたちをとるものしか課税の対象と











（17）Kaplow, supra  note 2 at 1514.
（18）Lawrence Zekenak, The Reification of Metaphor: 
Income Taxes, Consumption Taxes and Human Capital, 51 
Tax L. Rev. 1, 5-7 （1995）.
（19）Louis Kaplow, On the Divergence “Ideal” and 
Conventional Income-Tax Treatment of Human Capital, 
86 Am. Eco. Rev. 347, 351 （1996）.
ZEIKEN-2012.11（No.166）98
（20）藤谷武史「非営利公益団体課税の機能的分析（二）―政
策税制の租税法学的考察―」国家学会雑誌118巻 1 ・ 2 号 1
頁，23-26頁（2005年）を参照。
（21）Kaplowの ア プ ロ ー チ の 詳 細 に 関 し て は，see  Louis 
Kaplow, THE THEORY OF TAXATION AND PUBLIC 
ECONOMICS, 1-50（Princeton University Press, 2008）．
なお，同書において，Kaplowは自身のアプローチと整合的
な結果をもたらさないとの理由から，あるべき課税ベース
を基準とする議論を拒絶している。See Id.  at 405-406.
（22）E.g.  Richard A. Musgrave, In Defense of an Income 






た。See  Henry Aaron, What is a Comprehensive Tax 
Base Anymore?, 22 Nat’l Tax J. 543, 544 （1969）． な お，
このような「貯蓄」からの効用に基づく所得税擁護論に対
しては，消費税論者の側からの詳細な反論がある。See  
Joseph Bankman& David A. Weisbach, The Superiority of 
an Ideal Consumption Tax over an Ideal Income Tax, 58 




（24）藤谷・前掲注（20） 3 - 4 頁，27-28頁を参照。
（25）E.g.  Muphy& Nagel, supra note 14.
（26）藤谷・前掲注（20）36-45頁，藤谷・前掲注（23）292-
294頁。
（27）William D. Andrews, Fairness and the Personal Income 
Tax: A Reply to Professor Warren, 88 Harv. L. Rev. 947, 
949 （1975）．Andrewsは，人的控除の規範的取扱いの検討
に際し，個人所得税の目的と関連付けた課税ベースの選択
を主張した論者―藤谷・前掲注（20） 5 - 8 頁によれば，課
税ベースを目的論的に理解するSimons以来の最初の代表的
論者―である。See William D. Andrews, Personal Deduction 






（28）Kaplow, supra  note 2 at 1501-1503.
（29）藤谷・前掲注（20）29-32頁を参照。
（30）岡村他・前掲注（10）66頁（岡村執筆）を参照。
（31）後者の観点からの検討として，see e.g.Muphy& Nagel, 
supra  note 14 at 123-124.
（32）Kaplowは，連邦所得税制において，譲渡制限付きストッ
ク・オプションの総所得算入があり得ることを正当化の理




see Muphy& Nagel, supra  note 14 at 31-37.
（34）Muphy& Nagel, supra  note 14に対し，政府も失敗し得
ることを理由に，私的財産権の核心部分に不可侵の領域を
残すべきではないかとの指摘を行うものとして，増井良啓
「税制の公平から分配の公平へ」江頭憲治郎＝碓井光明編『法
の再構築［Ⅰ］国家と社会』（東京大学出版会  2007年）63頁，
65-72頁を参照。
（35）また，現在価値を評価する際の割引率に何を用いるべき
か，といった点も課題となろう。この点についての詳細な
検討として，神山弘行「租税法における年度帰属の理論と
法的構造（四）」法学協会雑誌129巻 2 号231頁（2012年）を
参照。
